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秋田県子   女性 障害者相談    （仮称）条例案    福祉政策課

　新施設が目指す姿

■高い専門性と分野を超えた柔軟な対応

子ども・女性・障害者や、精神保健に関する相談・支援機能を有し、次のような特徴を
もつ施設を目指す。

■広域的な相談機関の調整役

■市町村支援の充実強化と連携強化

 条例案 概要

専門性の維持・向上を図りながら、分野を超えた複合的な課題にも柔軟に対応できる施設を目指す。

県全体の相談支援体制の充実強化を図るため、広域的な相談機関の調整役として、各相談機関の連
携強化を図る。

専門的相談機関として、市町村を後方支援する機能の強化を図るとともに、市町村が実施する包括
的な支援体制との連携強化を図る。

　設置の背景

児童相談所及び女性相談所の施設の老朽化や一時保護環境の改善など、施設・設備面
の課題に対応する必要がある。
福祉及び精神保健に関する社会環境の変化に伴い、複雑化・多様化する相談・支援
ニーズに的確に対応する必要がある。

　新施設の名称

『秋田県子ども・女性・障害者相談センター』（仮称）

どのような相談を受ける施設なのかが分か
りやすい名称とすることを基本方針として、
名称を決定した。

福祉及び精神保健に関する社会環境の変化

人口減少、核家族化等を背景に、家庭や地域における養育機能が低下
地域におけるつながりの希薄化や、情報通信社会の急速な進展等を背景に、孤立・孤独
を感じやすい環境へと変化
発達障害児・者、引きこもり、依存症への支援など、新たな課題が顕在化

相談・支援ニーズの複雑化・多様化に的確に対応できる体制を整備

相談・支援ニーズの複雑化・多様化 
発達障害児の増加により児童相談において精神保健福祉分野との連携を要する事案が増加
DVと児童虐待の併存など、女性と児童の双方に係る事案が増加
親又は子に障害があるひとり親家庭など、障害と他分野との連携が必要な相談が増加
家庭内に関する問題や依存症など、専門分野を跨ぐ相談が増加

イ）設置目的として
 『福祉及び精神保健に関する社会環境の変化に伴い複雑化・多様化する相談・支援

ニーズに対し、分野を超えて柔軟かつ的確に対応できる相談体制を整備することに
より、児童、女性、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の福祉の増進並びに県
 の精神保健の向上を図る』

 ことを規定

ロ）センターは次に掲げる施設であること、及びこれらの施設として業務を行うこと
  を規定
 ・児童福祉法の児童相談所
 ・児童福祉法施行規則の中央児童相談所
 ・売春防止法の婦人相談所及び婦人保護施設
 ・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の配偶者暴力相談支援
  センター
 ・身体障害者福祉法の身体障害者更生相談所
 ・知的障害者福祉法の知的障害者更生相談所
 ・精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の精神保健福祉センター

ハ）附則として現行条例を廃止
 ・秋田県女性相談所条例
 ・秋田県精神保健福祉センター条例
 ・秋田県福祉相談センター条例
 ・秋田県陽光園条例

ニ）秋田県行政機関設置条例の一部改正（中央児童相談所に係る部分を削除）

子ども

■秋田県子   女性 障害者相談    （仮称）と他の相談機関の役割分担（イメージ）

女性 障害者 精神保健 高齢者 生活困窮

専門的

子   女性 障害者相談    （仮称）
※分野横断的に連携して対応

市町村、社会福祉協議会等

・・・

連携・つなぐ
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精神障害者への医療費助成について

（参考）本県の福祉医療制度
　本制度は、子どもや一定の障害を持つ方の心身の健康保
持と生活の安定を図るため、医療費の自己負担を助成する
ものであり、昭和44年度（1969年）から実施している。
　現行制度では、次の区分において、一定の所得制限のも
と、医療費の自己負担分について市町村が助成を行うとき
に、県が当該市町村に対して経費の１／２を補助している。

（参考）本県の精神障害者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：県障害福祉課調べ

国保・医療指導室

【乳幼児・小中学生】
　対　　象：中学校修了年度までの児童
【ひとり親家庭の児童】
　対　　象：ひとり親家庭の18歳までの児童
【高齢身体障害者】
　対　　象：65歳以上の身体障害者手帳４～６級所持者
【重度心身障害者】
　対　　象：身体障害者手帳１～３級又は療育手帳Ａ
　　　　　　所持者

１　概要　
　　障害者の多くが地域の中で暮らしていく上で様々な不安
　を抱えており、将来にわたって、こうした不安を軽減して
　いくため、精神障害者が経済的な理由で早期の治療を妨げ
　ないよう、医療費を助成する必要がある。
　　全国的にも助成する都道府県が増えており、１級相当の
　精神障害者に対しては、37都道府県が助成を行っている。
　（令和４年４月１日現在）
　　これまで、精神障害者の医療費助成に向けて市町村と協
　議を重ね、令和４年11月22日に開催された秋田県・市町村
　協働政策会議において、次の内容で合意形成を図ったとこ
　ろである。

２　内容
　・精神障害者手帳１級所持者を助成対象に追加する。
　　　　自立支援医療（精神通院）支給認定者に限定
　　　　精神病床への入院費用は対象外

３　施行時期
　　令和５年度は市町村の資格管理システムの改修作業等を
　進め、令和６年８月の施行を目標とする。

４　スケジュール
　R4.12　関係団体（精神障害者団体、医師会、歯科医師会、　　

　　　　 薬剤師会等）への説明
　R5.2 　令和５年度当初予算案提出（システム改修費補助）
　R6.2 　令和６年度当初予算案提出（医療費・事務費補助）
　R6.8 　制度開始

　 R2 R3
 精神障害者数 29,845 30,241
　 １級 1,824 1,885
 自立支援医療（精神通院）認定者数 13,721 13,975

 重度心身障害者の区分に
 精神障害者手帳１級所持者を追加。

単位：人
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第 ３ 期秋田県肝炎対策推進計画（素案）の概要について

◇肝炎に関する正しい知識の普及啓発
　・母子保健指導を通じた啓発
          Ｂ型肝炎ワクチンの定期接種が必要であることを、
　 市町村等の母子保健指導を通じて啓発
　・職域への啓発
　　　心身等への負担がより少ない治療が可能となった
　　ことを踏まえ、働きながら継続的に治療を受けること

　　ができるよう、事業主等へ啓発

◇肝炎ｳｲﾙｽ検査の受検勧奨と陽性者ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ推進　
　・肝炎ウイルス検査体制の整備
　　　 スクリーニング検査の推進のほか、医療関係者に　 
      対する助成制度の周知による初回精密検査及び定 
      期検査を実施する委託医療機関の拡充

　・陽性者フォローアップ
　　　陽性判定者が適切な治療を受けられるよう検査後

のフォローアップを推進

○肝炎医療コーディネーターの活動拡充

○定期検査の助成制度利用件数の増加

○スクリーニング検査陽性判定者のうち、初回精密検査
の助成制度利用率の増加

○スクリーニング検査の受検者数の増加
　 保健所、委託医療機関、市町村が実施する肝炎ウイ

ルス検査受検者総数

【計画の趣旨】
 　 肝がんの多くは肝炎ウイルス感染に起因するが、感染しても自覚症状がないため、　　　
重症化する前に適切な治療を行うことが必要である。そのため、本県の実情に応じた肝
炎対策を計画的かつ効果的に推進するため本計画を策定する。

　　　　　　　
【現状】
　・本県の肝がんの死亡率は減少傾向にあるが、ここ数年は横ばい傾向

【課題】　
　　 肝がんの死亡率をさらに減少させるためには、肝炎ウイルス感染者を早期に発見し、適切な
　治療等につなげる必要がある。近年、肝炎ウイルス検査の受検者数が伸び悩んでいることから　
　対策を講じる必要がある。

【主な取組】　
  ①　肝炎ウイルス検査事業
　　　・保健所、委託医療機関等における肝炎ウイルス検査費用の助成
　②　初回精密検査、定期検査費用助成事業
　　　＜初回精密検査＞
　　　・陽性判定者精密検査費用の助成
　　　＜定期検査＞
　　　・治療終了後等における検査等費用の一部を年度２回助成
　③　肝炎治療に対する医療費助成（肝炎治療特別促進事業）
　④　肝がん・重度肝硬変に対する医療費助成（肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業）　　　　　
　⑤　肝炎患者等に対する相談支援事業
　　　・拠点病院（秋田大学医学部附属病院・市立秋田総合病院）肝疾患相談・支援支援センター
　⑥　肝炎医療コーディネーター養成事業
　　　・肝炎治療等に関する知識を習得し、受検勧奨、陽性判定者へ受診勧奨を行う保健師、薬剤師　
　　　　等の養成
　⑦　感染の予防や正しい知識の普及啓発事業
　　　・日本肝炎デー（７月28日）等に関する集中的な普及・啓発

本県の現状・課題とこれまでの取組 具体的な取組

【計画の位置付け】
　「肝炎対策基本法」及び「肝炎対策の推進に関する基本的な指針」の　
趣旨を踏まえた県計画

【計画期間】
　令和５年度～令和９年度

　　　ウイルス性肝炎の患者から肝硬変・肝がんへ
　　　移行する者を減少させる。

目指すべき方向と指標

◇患者への支援

　・肝炎治療特別促進事業及び肝がん・重度肝硬変研
究促進事業の継続、各助成制度の周知徹底

保健・疾病対策課

◇肝炎医療コーディネーターの活動支援

　・活動状況の把握と情報提供、スキルアップ研修等の
開催

※75歳未満年齢調整死亡率…高齢化の影響を除去した評価指標（人口10万人対）

【今後の策定スケジュール】
 令和5年1月   パブリックコメントの実施
 令和5年2月　 肝疾患対策部会の開催
 令和5年2月   福祉環境委員会への説明
 令和5年3月   計画の策定・公表

現状 目標

約51,000人（H20～R2) 70,000人（R9)

現状 目標

人数 330人（R3) 500人(R9)

配置 19市町村（R3) 全市町村(R9）

指標

目指すべき方向性

現状 目標

34％（H30～R2) 50％（R9）

現状 目標

69件（H30～R2) 年100件（R9）

◇適切な肝炎治療の推進

　・肝疾患診療ネットワークの強化
　  県専用診療情報提供書の活用により、陽性判定者　　　　
　　を専門医療機関等へ紹介
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第２期秋田県自殺対策計画（素案）の概要について【計画期間：令和５年度から令和９年度】　 　保健・疾病対策課

◆　基本施策

　・市町村自殺対策計画の進捗管理、市町村・民間団体が行う活動支

　　援の強化

　・秋田ふきのとう県民運動の推進、地域・医療・福祉等のネットワ

　　ークの強化

　・医療従事者等や福祉に関わる職員など、自殺対策を支える人材の

　　育成

　・街頭キャンペーンやふきのとうホットラインの配布による住民へ

　　の啓発と周知

　・自殺未遂者や自死遺族への支援、孤独・孤立対策との連携による

　　生きることの促進要因への支援

　・児童生徒のＳＯＳの出し方、大人のＳＯＳの受け方に関する教育

　　の推進　など

◆　重点施策

　・民・学・官・報が連携する自殺対策の推進や民間団体の人材育成

　　に関する支援

　・ＳＮＳの活用、子どものＳＯＳの出し方、相談支援の拡充　　

　・高齢者の傾聴サロン等の居場所づくり体制の強化、相談窓口の情

　　報発信

　・生活困窮者向け多重債務の相談窓口の連携強化、生活支援の充実

　・経営者や勤労者向けの職場のメンタルヘルス対策

　・医療関係者や相談機関相談員等への精神疾患等対応研修などの健

　　康問題対策

　・自殺未遂者の調査研究・検証・成果の活用及び地域・医療・福祉

　　等の連携

　・困難な問題を抱える女性や妊産婦への支援　など

◆　その他関連施策

　・ふるさと教育や道徳教育の推進、教育相談体制の充実　など

　　　　　　　

　　

　　　

◆　全国の自殺死亡者数（以下、「自殺者数」という）は依然と
　 して年間２万人を超える水準で推移していることから、今後

　５年間で取り組むべき施策を新たに位置づけ。

　・子ども・若者の自殺対策の更なる推進・強化

　・女性に対する支援の強化

　・地域自殺対策の取組強化

　・総合的な自殺対策の更なる推進・強化

　１　数値目標

　２　関連指標

◆　今までの自殺対策への評価

　　　※秋田大学自殺予防総合研究センターが行った調査

　　　　調査対象　20-79歳の県民　５，０００人、ランダムサンプリング

　　　　有効回答　２，５１５人（有効回答率５０．３％）

◆　自殺対策基本法第１３条第１項に基づく都道府県計画で
　 あり、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現に

　 向けた対策を推進するため、 国の大綱や県民の意見、 現
　 行計画の課題を踏まえ、 第２期計画を策定する。

　　令和４年１２月　パブリックコメントの実施

　  令和５年　２月　第３回秋田県自殺対策計画策定委員会の開催

　  令和５年　２月　県議会に計画案を説明

　  令和５年　３月　計画の策定・公表
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「人口動態統計」

Ｈ２５年 Ｈ２６年 Ｈ２７年 Ｈ２８年 Ｈ２９年 Ｈ３０年 R１年 R２年 R３年

率 秋田県

全国平均

項目 指標
R3年度
（現状）

R9年度
（目標）

1 自殺対策計画の策定済み市町村数 25市町村 25市町村更新

2 心はればれゲートキーパーの認知度 ５．９％ １／３以上

3
自殺予防週間や自殺対策強化月間、いのち
の日、秋田県いのちの日の認知度

５２．０％ ２／３以上

4
よりそいホットライン、こころの健康相談統一ダ
イヤル、ふきのとうホットラインの認知度

３９．０％ ２／３以上

5
心はればれゲートキーパー養成講座の受講者
数

７，９２１人 １４，０００人以上

6
SOSの出し方に関する教育の実施校の割合
（高等学校）

３．８％ ５０％以上

7
SOSの出し方に関する教育の実施校の割合
（小中学校）

３０．７％ ４０％以上

※項目２～４は、県が３年ごとに実施している「健康づくりに関する調査」により把握（Ｒ３年度調査）

計画策定の趣旨

自殺死亡率の推移

新たな「自殺総合対策大綱」のポイント

自殺に関する調査結果

数値目標等 ２期計画における新たな施策の体系

今後の策定スケジュール
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率
秋田県の自殺死亡率・自殺者数

自殺者数

自殺死亡率

現状

※点線は計画目標

１期計画← →２期計画

Ｈ２７年
（大綱基準年）

R３年
（現状）

R７年
（大綱目標年）

R９年
（計画目標）

自殺者数 ２６２人 １７７人 １５０人以下 １４０人以下

自殺死亡率 ２５．７ １８．８ １６．８以下 １６．３以下

Ｈ２７年比 － △２６．８％ △３４．６％以上 △３６．６％以上

自殺者数 ２３，１５２人 ２０，２８２人 １６，０００人以下 －

自殺死亡率 １８．５ １６．５ １３．０以下 －

Ｈ２７年比 － △１０．８％ △３０．０％以上 －

秋
田
県

全
国

※自殺死亡率　人口１０万人あたりの自殺者数

※自殺総合対策大綱の数値目標　「平成２７年の自殺死亡率を令和８年（７年実績値）

までに３０％以上減少」
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